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瑞穂市行政改革推進委員会会議録 
審議会等の

名称 
第５回 瑞穂市行政改革推進委員会 

開催日時 
平成２４年１２月１８日（火曜日） 

午後６時００分から８時００分 

開催場所 瑞穂市役所 ３階 議員会議室 

議  題 

（１）第二次瑞穂市行政改革大綱の見直しについて 

  ①基本項目（８）第三セクターの健全な経営 

  ②基本項目（１）職員定員管理及び人材育成 

（２）その他 

出席委員欠

席委員 

（出席委員）会長 齋藤康輝、副会長 迫田義一、今木啓一郎、

大野和代、河合和義、棚橋和子、武藤正敏、馬渕浩史、広瀬恵子、

野田寧宏 

公開の可否

（非公開理

由） 

 可 

傍聴人数  １  人 

審議の概要 

開会 

【事務局】 

 過半数の委員の出席があり、瑞穂市 行政改 革推進 委 員会設

置条例 第 ６ 条 第 ２項に 基づ き、 会議が 成立 して いる旨を

宣言した。  

 瑞 穂 市 行 政 改 革 推 進 委 員 会 設 置 条 例 第 ６ 条 第 ４ 項 に 基

づき秘書広報課 職員の入室を許 可を得た。  

開会挨拶 

【会長】 

 年末のお忙しい中、また寒い中、ご参集いただきましてありが

とうございます。日曜日には選挙も終わりまして、これから地に

足をつけて、身近なところからどのように私たちは良い瑞穂市の
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まちづくりを進めていったら良いのかという視点から、この会議

の本旨となってくるわけでございますので、忌憚の無いご意見の

交換ができればと考えています。 

それでは、早速、本日の議題の１番目、「第二次瑞穂市行政改

革大綱の見直しについて」の①といたしまして、「基本項目（８）

第三セクターの健全な経営」について事務局より説明を求めま

す。 

【事務局】 

 事務局の説明に先立ち、副市長より挨拶。 

【副市長】 

 年末の慌しい中、また寒い中、会議を開催しましたところ委員

の皆様にはお集まりいただきましてありがとうございます。今回

この時期になぜ会議を開くかということでございますが、会議次

第にもございますようにぜひともご審議いただきたい議題があ

ったということですが、①にあります「基本項目（８）第三セク

ターの健全な経営」ということですが、これは公益法人改革に関

する法律が施行されたわけですが、瑞穂市には、施設管理公社と

みずほ公共サービス㈱があるわけですが、施設管理公社の方は民

法第３４条法人だったのですが、この改革に伴い、来年（平成２

５年）の１１月３０日をもって自然消滅することになります。で

すからその受け皿として、一般財団法人をつくりあげました。そ

の新しい一般財団法人は今年の１０月１日に登記をしたわけで

すが、名前が「一般財団法人 瑞穂市ふれあい公共公社」です。

そこに今の施設管理公社を移管させたい。その関係で今回「第三

セクターの健全な経営」の中で、ご説明差し上げたいとうわけで

ございます。 

それからもう一点は、「職員定員管理及び人材育成」という項

目があるわけでございますが、ご承知の様に、権限移譲がどんど

ん進んでいます。今までは地方自治体と言っていたのですが、最

近は基礎自治体、地方の基礎、いわゆる住民に直接関与する基礎
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自治体という表現が使われていますが、国・県からどんどん業務

が移譲されています。一例を挙げますとパスポート、これは今ま

で県のふれあい会館で行っていたわけですが、やはり市でもやっ

て下さいということで、市民課の窓口の方でパスポートの申請が

できるようになりました。また道路構造令の関係でも、これから

は市で決めなさいということで、今回１２月議会に議案を上程さ

せていただきまして、議案も可決いたしました。 

このように、仕事はどんどん移譲されてくる。そうすると今ま

でのように職員を減らしてできるだけ民の力を活用するという

形でやってきたことができなくなったということなんです。なお

かつ、公共サービスという会社は市に派遣をしていたわけなんで

す。窓口でにこやかに笑顔で対応している職員は、公共サービス

の職員だったわけなんです。それがですね、派遣法が厳しくなっ

て直接雇用しなさい、ということになりまして、補助職員として

雇用していたわけです。それでも一部のこの時だけ忙しいという

ような場合に、例えば狂犬病の予防注射ですとか保育所の入所申

し込み受付ですとかいった場合には、派遣を受けていたわけなん

ですが、それがまた派遣法が、この１０月１日に改正になりまし

て、親会社に子会社から派遣をする場合には、総労働時間の８割

までにしなさいということになりました。現在、公共サービスは

市への派遣が１００％のため公共サービスからの派遣は受けら

れなくなります。そうなると民間から派遣を受ければという話に

なりますが、民間派遣は非常にコストが高いことになります。公

共サービスは利潤を追求しなくても良いような運営でやってき

たわけなんですが、民間は利潤をどんどん追求しなければなりま

せんので、コストの高い民間派遣はとてもできない、では補助職

員をどんどん増やせば良いかというと、補助職員も地方公務員法

の中で期間や時間制限の中でなかなか困難なところです。そうな

りますと、毎日毎日業務を行っていく中で職員も育っていくとい

うことも考えますと、やはりある程度の部分は正規の職員でない
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と、業務を運営していけないという現実が分かってきたわけで

す。しかも、それらは実は議会の方からも指摘がありまして、地

方分権で仕事が増加する中で、大丈夫か？という指摘もありまし

て、先の議会の一般質問でも、もっと定員管理を見直して組織づ

くりをしっかりしなさい、という意見もいただくようになったわ

けです。今までは減らせ減らせ、行政コストを削減しろという流

れで来ていたわけですが、このように地方分権が進むと議会の方

からも声があがるようになりました。また私たちも限界ですとい

うような状況になってきたので定員管理を見直させてください、

という提案をさせていただくわけでございます。なおかつ、ご承

知のように鳥取県知事の片山知事がですね、総務大臣になられた

わけですが、一方で地方分権を進めて権限移譲を行い、他方で定

員管理と声高に叫んで人員を減らすという矛盾することをやる

のはおかしいのではないか、ということで定員管理は廃止すべき

ではないかということで、現在、国は定員管理については何％削

減ということは要求してきません。むしろ、今言われているのは、

国家公務員の定数削減とか給与を減らせとかいう話が出ていま

すが、地方にだけやらせておいて、国は実現していないというこ

ともあります。地方には平成１７年３月３１日現在の職員数から

どれだけ減らせという形で、率で示されまして地方はそれを守っ

てきたわけなんです。瑞穂市の場合は、人口も増える、また消防

職員の採用もあり、また子どもも増えるということで一般職員を

減らして対応してきていたわけですが、限界に達している状況の

中で、今回議題にあげさせていただいているところでございま

す。そのような状況を踏まえまして、ではどこまでなら良いのか

というところをご審議を賜りたいと存じます。 

【会長】 

奥田副市長、ありがとうございました。結局、国主導で地域主

権とか地方分権といっても、地方の現場ではいろいろと言いたい

ことがあるというお話しかと思います。国と地方の関係について
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まだまだ副市長にもお聞きした点もありますが、時間もあります

ので、事務局より説明を求めます。 

【事務局】 

 第二次瑞穂市行政改革大綱の見直しの背景について資料を用

い説明を行った。 

「基本項目（８）第三セクターの健全な経営」について、新たに

設立した一般財団法人設立の経過及び行政改革大綱の本文、年度

別計画表について関係・修正する箇所について資料２、資料３に

より説明を行う。 

 公益法人改革、これも地方分権の一環の流れの中できていま

す。この中で、当市にございます瑞穂市施設管理公社が今後財団

法人としては存続できないという待った無しの状況になりまし

た。当初公益財団法人への移行を目指して進めていたわけです

が、申請等する中で公益財団法人への移行がほぼ不可能となりま

した。そこで、当市としては今の施設管理公社を来年（平成２５

年）の１１月３０日には精算をしなければならないというかたち

になりますので、新しい法人を設立してそちらに現在の業務を移

管すると、そうしてきますと現在当市で使い分けています施設管

理公社とみずほ公共サービス㈱、こちらの方もその住み分けを見

直さなければならないということで、みずほ公共サービス㈱も新

しい一般財団法人みずほふれあい公共公社に業務を移管する、こ

のような形で統廃合を図っていくという流れになってきていま

す。 

 この流れの中におきまして、行政改革大綱の中において、施設

管理公社とみずほ公共サービス㈱が「基本項目（８）第三セクタ

ーの健全な経営」ということであがっております。またふれあい

公共公社については行政改革大綱の中に何も文言が盛り込まれ

ておりませんので、この時期に合わせまして、既存の２社におい 

ては精算廃止し、新しくふれあい公共公社に移管していくという

ことで、行政改革大綱の見直しを図っていきたいという趣旨でご
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説明を差し上げたところでございます。 

【会長】 

ありがとうございました。 

公益財団法人化は非常に難しいというのは、当市だけの問題で

は無く、全国どこでも同じ状況かと思います。それから一般財団

法人化ということで、役員の方の選任等も含め、準備は整ってい

るということでよろしいでしょうか。 

【事務局】 

 設立時の役員といたしまして理事及び評議員等選任を終え、そ

れぞれ設立登記に名前を挙げさせていただいたところでござい

ます。従前の施設管理公社、公共サービスの役員の方々にお願い

するかたちになりますが、評議員におきましては市議会の議員さ

んの方を６名、民間の方から５名、また理事に関しましては、従

来の施設管理公社、公共サービスの役員の方々にお願いしていま

す。 

【会長】 

ありがとうございました。 

 第三セクターの健全な経営について委員の皆様のご意見を賜

りたいと思います。その前に一つだけ、私の方から、まちづくり

に関わることとして、資料の２ページの中段ぐらいにございます

が、いろいろと権限移譲により国・県から仕事が下りてきて大変

であるということで、先ほど副市長さんからもお話がありました

が、パスポートや道路関係でいろいろあるというお話がありまし

たが、案内標識等の寸法を定める条例というのがございますね、

これについて、私、滋賀県などで最近やたら大きい標識に変えて

いる自治体があるということに気付きまして、場合によっては、

そのまちをＰＲをするようなことにもなるわけですが、そのよう

に自治体で変えてしまうことができるということでしょうか。 

【副市長】 

 道路構造令などがありまして市はそれを準用しているわけで
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すが、今会長さんがおしゃったように、任意で基準を作成できる

ということですね。道路の幅員の兼ね合いやまちのＰＲを進めて

いくような標識といった関係ですね。 

【会長】 

ありがとうございました。 

 第三セクターの健全な経営について、委員の皆様のご意見を賜

りたいと思います。いかがでしょうか。 

【Ａ委員】 

 公益法人改革により、施設管理公社の期限が１１月３０日とい

うことが今このようにはっきりと分かったわけなんですが、今会

長がおっしゃられたように、道路標識などのことも市町村の判断

でいろいろとできるということは、良いことでもあると思いま

す。交通安全の活動を行っていて、非常に危険な箇所でも、一般

の規定の標識しか設置できないというのがありましたが、本当に

そこが危険だと思えば、大きく作成したりといった工夫を凝らせ

るということになり、現場にあった標識を作成できることになり

ます。また、パスポートのことでも市でできるということを、市

民の方に知ってもらい、それに関わる人員などについてはまた皆

さんに諮ってということになりますが、今始めてこのようにいろ

いろなことが変わったということを知りまして、私も勉強してい

かないといけないと思いました。 

【会長】 

ありがとうございます。今までいろいろあがった話のことで結

構でございます。ご意見ございますでしょうか。 

【Ｂ委員】 

 質問なんですが、一般財団法人に変わるということなんです

が、要件として２期連続して純資産額が 3,000 千円を下回った場

合は解散、というしばりがあるから、公益法人化は難しいという

ことでしょうか。つまり一般財団法人についてはこのしばりは適

用されないことになるのでしょうか。そうするといくらでも赤字
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を垂れ流して良いという危惧があるのですが。 

【会長】 

事務局より説明をお願いします。 

【事務局】 

公益法人化を施設管理公社は目指しておりましたが一般財団

法人となったわけですが、公益法人改革に伴う一般財団法人、こ

ちらの条件として、２期連続して純資産額が 3,000 千円を下回っ

た場合は解散すること、という規定が適用されると、つまり一般

財団法人に移行することによって、２年連続で赤字になった場合

は解散と、このようになるわけでございます。 

現状の民法３４条法人ではこのような、２期連続して赤字云々

という規定は無かったわけなんですが、この一般財団法人に移行

することによってこのしばりがかかってくるということでござ

います。 

【会長】 

ありがとうございました。公益法人改革にともなう一般財団法

人化に伴って、解散の危機もあるということですね。 

ほかにご質問やご意見ございませんでしょうか。 

【副会長】 

 資料の２ページの上から７行目あたりに親会社への８割規制

というのがありますが、親会社へ８割しか派遣できないよと、そ

うすると残りの２割はほかへ派遣しなければならないよという

ことですね。 

【副市長】 

 市としては、派遣をよその会社から受け入れなければならない

ということになります。子会社としては、親会社である市へ８割、

残りの２割を他へ派遣しなければならないということになりま

す。 

【副会長】 

 なるほど、公共サービスとしては、市へは８割まで、残りはよ
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そへということですね。 

【副市長】 

 公共サービスとしては、今まで１０割市へ派遣していたわけで

す。それを今後はよそへ２割派遣するために派遣先を探さないと

いけないということになります。そうしますと、例えば、社会福

祉協議会はどうかとか、シルバー人材センターはどうかとか、い

ろいろ検討したわけなんですが、とても総労働時間の２割を満た

すだけの派遣はできないと、そうしますと今後公共サービスは派

遣業務そのものを行うことができない、また新しく設立した一般

財団法人も派遣業務を市としてはお願いしたいので派遣法の手

続きをとろうとしていたわけなんですが、これも難しいというこ

とでやらないということになったわけです。 

【会長】 

ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。 

【Ｃ委員】 

 はい、確かに、１００％子会社と言いますか、出資会社ですか

ら人件費も安くできたと思うんですけれど、県内の市町村でこの

ようなことを実施していないところがあるんですね、１００％本

当の民間で実施している市もあります。というのは、このような

ことがもう想定されているので、はじめから子会社を作らない

と、こういうことでやっていらっしゃるところもあるんですね。

ですけれども内容を聞いておりますと時間あたり単価は相当高

くなるようですが、それらも今、競争の時代になってきているの

で安い民間会社も出てくるかと思いますので、そういったところ

も踏まえて、選択肢を少し広く考えてみるのも必要かと思いま

す。必ずしも自分の子会社で行うという発想だけではいけないか

と思います。いろいろな選択肢を検討する必要があると思いま

す。 

 派遣職員、補助職員が戸籍の窓口とか税の窓口を実施している

わけですが、戸籍の窓口などでは、例えば離婚届けを提出にきた
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場合や非常にプライベートな問題を相談に来たときに、やはりそ

れは市民の目線で言うと、やっぱり正職員でしっかりと守秘義務

を守って責任ある方に対応してもらいたいと、コストとしては少

しお金がかかってくるわけですけれども、本来、私は市民から言

えば、正職員できちんとした守秘義務を守ってくれて相談に乗っ

てくれる方が窓口に立つべきだと思います。お金だけ言えばコス

ト高になりますが、結果的に市民を守ってくれる、市民のプライ

バシーを守ってくれると、そのために公務員はいるわけですか

ら。ぜんぶ民間導入をしてしまったら、役所は必要でなくなって

管理者だけいればよいということになって、報道でもあるような

いろいろな事件が起きて、個人情報なども危険にさらされてしま

うことになります。 

 あとは、後ほど２番目の議題の方でお話があると思いますが、

正職員を増やすとして、私たちの委員会としてはその歯止めをど

うするかということ協議しないといけないかと思います。行政側

は増やすといってきた場合にどこまでなら良いか、というところ

の協議が私たちの責務になってくるかと思います。議題の１つ目

については、事務局のおっしゃる通りかと思います。 

【会長】 

ありがとうございました。 

それでは、副市長お願いします。 

【副市長】 

 施設管理公社がなぜ設立されたかと申しますと、行政コストを

削減するために設立されたわけです。なおかつ施設管理公社は、

６０才以上の方の雇用の場になっているわけです。それは旧穂積

町のときに施設管理公社はあって、その代わり旧穂積町にはシル

バー人材センターは無かったわけです。そこで代替として施設管

理公社が実施していて、必然的に安い行政コストで提供してもら

っていたわけなんです。 

 ただ、その施設管理公社の人は、窓口業務は行っていません。 
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 では、公共サービス㈱は何かと言いますと、施設管理公社の定

款上できないことを公共サービス㈱という会社をつくって業務

を行っていたわけです。それが派遣業務とか簡易業務、例えば議

案などの簡単な印刷業務です。ではなぜ民間にも派遣会社はある

のに、なぜ市で出資して会社をつくったのかと言いますと、さき

ほどＣ委員さんからもお話しがありましたが、個人情報を守れる

人を、敢えて会社を作って採用していたわけです。ですから一般

の民間の会社に派遣業務をお願いして、どこかの自治体で補助職

員が個人情報を漏らしたということが報道でありましたが、そう

いうことが無いように、自前で会社をつくって信用のおける人間

を採用していたわけです。 

 これは極めて効率的な採用方法で、瑞穂市には優秀な人材がた

くさんいるんです。ところが私は午前９時から午後３時まで働き

たい、私は、週２回なら働きたい、しかも優秀で信頼のおける人

なんです。ですからそのような人たちを集めて公共サービスの運

営を行っていたわけなんです。ですからコストも、扶養控除をは

ずれない程度でよいですよ、そんなにたくさんはいりませんよと

いうことで低コストで実施していて、さらに雇用の場にもなって

いたわけです。このように非常にうまくつくられた会社だったわ

けなんです。なんの問題も無く運営されていたわけなんです。資

本金１千万円をくだらない程度の利潤を上げていたわけです。 

 しかし、派遣法の改正の問題もあり、派遣業務のしばりが厳し

くなってものすごく難しくなってきた。そしてさらに１０月１日

からは、８割規制があるわけです。 

【会長】 

副市長、ありがとうございました。 

 また、Ｃ委員から非常に重要な問題提起、ご意見を賜りました。 

 またこのテーマと関係しまして、職員の定員管理の議題の２で

お話があると思いますので、５分ほど休憩を挟みまして次のほう

に移りたいと思います。 
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 （５分休憩後、再開） 

 

【会長】 

それでは再開させていただきます。 

議題２「職員定員管理計画及び人材育成」ということで、今プ

ロジェクターの方で「瑞穂市定員管理計画の見直しについて」と

いうことでご準備ができたようでこざいますので、事務局より説

明をお願いします。 

【秘書広報課長】 

 瑞穂市定員管理計画の見直しについてということでございま

す。市には定員管理計画というものがございまして、それに基づ

いて職員の採用・補充を行っているわけですが、これを改正して

いくということでございます。 

 まずは人事上の問題点を５点ほど説明申し上げます。 

 まずこちらの資料１をご覧下さい。こちらは、先ほどからお話

しのありましたとおり権限移譲事務の内容でして、もう既に移譲

されている事務と、平成２５年４月１日に移譲されるものという

ことで、こちらに関しましてはこの１２月議会にもさまざま議案

を上程させていただいたところです。権限移譲事務により事務量

が増加している背景がございます。 

 また、人口増加による事務量の増加が挙げられます。資料２を

ご覧いただくと平成２４年３月末で 52,083 人というグラフです

が、平成１５年の合併以降も、着実に人口が増加しているという

ことが見て取れると思います。下の住民基本台帳人口というのは

外国人の方を除いた人数ですが、当然外国人の方も市民の方で

す。人口 52,083 人の住民ニーズがあるということでございます。

このニーズなんですが、外国人の言葉の問題も含め非常に多様化

してきているということがあげられます。そのニーズも複雑化、

深化してきており職員も大変疲弊している実態があります。こち
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らにありますが、職員も平成２１年度で２名、平成２２年度で４

名、平成２３年度、２４年度それぞれ３名の病気休職者がいます。

長期に渡って休職するということで、これは身体というよりも精

神的なケースが多い状況です。 

 このように仕事が複雑化、深まっている、ボリュームとしても

増えてきているということで、精神的な問題が顕在化してきてい

るということが問題点①ということになります。 

 続きまして、問題点②といたしまして、幼稚園・保育所の公設

公営化による保育士の確保という問題もあります。 

 これは問題、何か悪いという意味ではなく、実態として捉えて

いただきたいのですが、表に平成２１年４月１日から平成２４年

４月１日までの職員における事務職と保育士の割合を示してあ

りますが、保育士の方はだんだん増えており、逆に事務職の方が

減ってきている、ということは、全体の枠がある中で事務局の枠

を保育士へ送り込んでいるという状況となってきているわけで

ございます。 

 続きまして問題点③でございますが、補助職員と派遣職員が多

くなってきたという点でございます。 

 この点につきましては、先程来お話がありましたが、今までは

集中改革プランのしばりがあり正規職員は採用できなかったの

で、補助職員なり派遣職員なりで対応せざるを得なかった。 

 また育児休業制度というのが充実してきました。職員も制度活

用により長期取得が多くなりました。そうしますと育児休業に入

った方の替わりに正規職員を雇うというのはできませんので、こ

の分はどうしても補助職員や派遣職員で対応せざるを得ないわ

けです。 

 また、前段でありました、派遣法の改正により公共サービスか

らの派遣が受けられないため、今後はどちらかというと補助職員

のウェイトが大きくなるのではないかという状況も潜んでいる

ということです。現在補助職員は１７４名おりまして、ざっと職
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員が４００名ほどいます。６００名ほどが市の中で動いていると

いうことです。ここでいう派遣職員５２名というのが、公共サー

ビスからの派遣ですが、これができなくなるということになりま

す。 

 続いて④といたしまして、行政事務のノウハウが組織として蓄

積されないという問題があります。 

 補助職員や派遣職員の非正規職員は流動していきますので、こ

れらの方々が経験した知識、スキルというのは、正規職員に引継

がれないということになります。ということは課の中でも伝承さ

れていかず組織力としても低下してしまうという危険がありま

す。そのため、補助職員や派遣職員を減らしてできるだけ正規職

員に切り替えたいということがあります。 

 続いて⑤といたしまして、職員定数に占める育児休業者数が増

加しているということであります。これもさきほどの保育士の増

加と同じで何か悪いことではなく、事実として捉えていただきた

いというということです。育児休業制度が充実されてきてそれを

取得するかたが増えてきたという状況です。 

 平成２１年４月１日からの表ですが、平成２４年４月１日で事

務職が６名、保育士で１２名の合計１８名の育児休業者がいま

す。これは４月１日現在の表でして、今現在ですと、事務職６名、

保育士１７名の合計２３名がいます。保育士さんの現場で１７名

の職員が止まっているとなると現場は非常に辛い状況となって

きます。そのため派遣職員なり補助職員なりを採用してシフトを

なんとかやりくりして対応している状況です。 

 これらが、今、瑞穂市での現状、問題点ということで５つの項

目を挙げさせていただきました。 

 そこでこれらに対応していくためにどのようにしていくかと

いうことを次に説明させていただきます。  

 問題解決への方針ということで、現在国による集中改革プラン

の定員純減目標のしばりから解放されたわけです。ただこの問題
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については人件費も膨らむことになりますので、当然市が市民に

説明をして説明責任を果たす中で自主的な計画を立てて管理し

ていかなければならないわけです。そのような中で今般数値を変

更させていただきたいわけですが、現在、平成２２年度から平成

２６年度の定員管理計画があるわけですが、平成２４年度から平

成２６年度の数値を修正し、計画変更させていただきたいと考え

ているわけです。 

 そこで、この定員管理の考え方なんですが、必要人員の把握と

計画ということで、各部署に一体どれだけの職員が必要なのかと

いうことを精査しなければなりませんし、退職者による補充をど

のように計画していくのか、退職分をそのまま補充するのかとい

うこともあります。部長級ですと共済費、退職金の掛け金なども

市が負担していますので約１千万、新卒採用者ですと約４百万と

いうことで人件費が必要になってきます。市長部局、教育委員会

部局、監査事務局、議会事務局、これら各部局の定員を精査して

いかなければなりません。 

 その中で、定員管理の考え方として、委員の皆様に提案なんで

すが、育児休業職員の欠員分について、任期付職員採用というの

がございます。育児休業者、たとえば３年間休業者に対して、そ

の３年間だけ職員になっていただけませんか、というのが任期付

職員制度になります。これを条例で職員定数から外す、つまり育

児休業をとっている人を職員定数から外し、その分に任期付職員

を入れる、そして現場は守るという考え方なんです。そのような

考え方で職員も過度のストレスからは解放されますし、今まで事

務職の部分の枠を保育所分に送りこんでいたということも無く

なりますし、これをまとめたものが資料のイメージ図になりま

す。 

 市長の部局の中の育児休業者を定数から外す、そこへ任期付職

員を入れるという考え方になります。そうすると、市長のところ

の各課の定数も守れることになりますし、同様に、教育委員会部
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局も定数を守れることになります。かつては、育児休業で休んで

いた人には育児休業給というのを支払っていたわけなんですが、

今はもうないんです。共済組合の方から補てんはあるわけですけ

れども。年間の人件費としては、定数の分の予算は確保してある

わけですが、その方が育児休業になると、当然予算はありますの

で、そこへ任期付職員が入るということになりますと、予算上も

カバーできるわけです。そのためこの任期付職員制度を有効に活

用して、現場を守る、職員を守る、行政サービスの低下を招かな

いようにする、ということを考えているということでございま

す。 

 ただ、問題は、どの人が育児休業で、どの人がその代わりに採

用されているのかというのが分からなくなってしまうと定員管

理上も問題ですので、Ａさんの代替の任期付職員Ｂさんという管

理を厳格にしていかなければなりません。 

 もう一つは、議会で認められた条例定数という総枠があります

が、条例定数を超えないような定員管理計画を設定してありま

す。そのため条例定数を超える採用では当然いけませんので、定

員管理計画がいわゆる歯止めとなったうえで条例定数があると

いうことでございます。資料に記載のあります条例定数の変更と

いうのは、一番最後の手段で、できるだけそれは避けるというこ

とで、条例定数の下の定員管理計画の変更をして収まるのであれ

ば、それで対応していく、なおかつ育児休業者の欠員分を補充す

るという考え方で、現在の難局を乗り切っていくということにな

ります。 

 このような考え方について、委員さんにご審議いただきたくよ

ろしくお願いします。 

【会長】 

秘書広報課長ありがとうございました。育児休業の職員分を任

期付職員で対応すると、或いはまた、心にダメージを受けるとい

う職員さんが増えている、私の職場などでも、いろんな仕事があ
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って事務局スタッフの中でも精神的に参っているという職員も

増えていると、社会全体の中でそういった方々も増えてきている

のだなと少し切なくお話し聞かせていただきました。 

いま秘書広報課長よりお話しがありましたが、非常に重要なテ

ーマでして、瑞穂市は人口が増えておりますし、権限移譲などで

事務も増えているということで、職員を増やすということ、また

同時に、世の中の状況を見渡した時に、瑞穂市も将来のことを想

定した時に財政運営上、安易に人件費を増やしていけることでな

いのは、どの自治体においても抱えている共通の課題かと思いま

す。 

いま秘書広報課長から説明がありましたが、委員の皆様のご質

問、或いはご意見を賜りたいと存じます。 

副会長お願いします。 

【副会長】 

 瑞穂市の職員の定年は今後どのようになっていくのでしょう

か。 

【秘書広報課長】 

 はい、一時、定年延長の話が出たんですが、これがピタッと止

まってしまって静かになってしまっています。民主党政権になっ

て出てきた議論が再任用職員という制度なんですが、これは６０

才で定年になった職員を給料をかなり下げて再任用するという

ことで、これは雇用の数の拡大という方向に変わりつつあるとい

うことです。定年はあくまで６０才で、延長は６５才なんですが、

その間を再任用で、ということになりつつあるということです。 

【副会長】 

 それは段階的に６５歳まで延ばしていくということでしょう

か。 

【秘書広報課総括課長補佐】 

 今のところ、ちょっとずつ段階的にという話ではなく、今、国

の方からもそういう案がでかけているんですが、民間では６５才
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まで希望する方には再任用ということで動きがあるということ

で、自治体においてもそれと同じような形で、今後公務員の方も

導入されるだろうということで、今般の解散総選挙が無ければ、

その法案が国会に提出されていたようなんですが、このような状

況になりまして今静かになっている状況です。 

【副会長】 

 それからもう一点質問ですが、任期付職員の雇用というのは簡

単に進むと思いますか。 

【秘書広報課長】 

 任期付職員の身分なんですが、これは全く正職員と変わらない

んですね。共済にも加入しますし、市の職員ですから、たまたま

その期間が短いというだけで、他に違いとしては育児休業の代替

で雇用するわけですから、当然、育児休業は無しという条件にな

ります。そのため、例えば、保育士の場合ですと、キャリアを持

った方を雇用することで、逆に新しく採用された新卒職員などに

ついて一緒に動いて教えてくれるような方が効率が良いのでは

ないか、例えば、若い子が休んだ時に、任期付職員の方がフォロ

ーすることもでき、経験のある方が入った方が現場としても助か

るのかなと考えております。 

【副会長】 

 応募者がどの程度あるか、という現実的な問題があると思いま

すが。 

【Ｄ委員】 

 他の市町村でこういた事例があるのでしょうか。 

【秘書広報課長】 

 インターネット等検索していただければ分かるかと思います

が他市町村にあります。ただ、これをやろうとすると定数条例を

改正しないといけなくなるので、委員の皆様には、こういった考

え方が問題無いのかどうかご意見をお聞かせいただいて、順番に

考え方を固めさせていただいて進めて行きたいなと考えていま
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す。 

【会長】 

 はい、今、定年の話ですとか、他市町村の事例のことですとか、

ご質問がありましたがいかがでしょうか。 

【Ｃ委員】 

 本市の臨時保育士職員の応募が非常に困難な状況なんです。公

募しても人が集まらない、欠員ばかりなんです。十分に検討して

事務を進めないと、本採用自体も敬遠してしまって人が集まらな

いということになりかねませんので、慎重に進めていかないとい

けないと思います。 

 当市の場合、３歳児ですと２０人に１人の保育士さんがついて

いるわけですが、さらに補助職員もついているわけです。そこへ

もって人もなかなか集まらないということで、万年、募集をかけ

ても募集をかけても人が集まらない、お隣りの岐阜市に聞くとす

ぐに集まるそうです。なぜ瑞穂市では集まらないのか、今、検討

しているところです。今、説明のありました考え方は良いと思い

ますが、具体的に実施していく中では慎重に検討していかなけれ

ばならないと思います。 

 私たち、行政改革推進委員の立場としては、総人件費、予算に

対する総人件費の抑制をするということになりますので、人数が

かりそめに増えても、それは総人件費の額が少なければ良いとい

うことですので、あまり人数に固執しない方が良いし、具体的な

事務については慎重にお願いしたいと思います。今の現状を、な

かなか集まらないという現状を見てみますと非常に危惧します。

そして公立の施設独自の問題もあるということもあります。 

【企画部長】 

 今の、任期付職員の分を定数外にするというのは、すぐには考

えておりませんので、また十分検討しながら、まだ先のことにな

りますので、今回事務局の方から職員の定数のことから説明させ

ていただきますのでよろしくお願いします。 
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【会長】 

 それではよろしくお願いします。 

【秘書広報課長】 

 それでは、この行政改革大綱の中で、資料３の最後のページに

なりますが、今回この大綱の中の年度別計画表を変更するという

ことですが、表の中の現在の数値が、平成２５年４月１日が４１

９人、平成２６年４月１日が４１７人、平成２７年４月１日が４

１７人となっていますが、この数字を現状等踏まえましてそれぞ

れ４２３人に変更させていただきたい。そして備考欄には平成２

６年度以降定員数については、育児休業の職員を含まないものと

する、と記入させていただいております。具体的にはこのような

数字になってくるということになります。いままでは育児休業等

で定員としてはカウントされるんですが、現場にいない方がたく

さんいて補助職員や派遣で対応していて、この計画があったわけ

なんですが、そうではなくて、任期付職員制度を利用しながらま

た全体として職員を増やさないようにしながらやっていこうと

いう考え方で、極端に数字が変わっているわけではありません。

当然、一定の部局ごとの配当の中で育児休業の方を補てんしてい

くという考え方になります。また一部過去の実績に中で平成２２

年の数字が一部間違っていましたので合わせて修正をさせてい

ただきます。 

 行政改革大綱に関する職員の定数の部分についての説明とし

ては以上の部分になります。 

【会長】 

 今、委員さんのお手元にあります資料３の方に、一般職、保育

士等それぞれ人数が記載されておりますが、いかがでしょうか。 

【Ｅ委員】 

 単純に私見たのですが、平成２３年度の県下の市の数字を見て

いたんですが、人口比例からすると瑞穂市の職員は非常に少ない

のだなあという感じがあります。その少ない中に消防職員とか保
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育士さん等も含まれているということで、実際の事務職員として

は非常に少ない中で行われていて、夜遅くまで電気が点いていて

一生懸命やっていらっしゃるなあと感じております。そういった

面からも考えまして、また住民サービスへの影響も考えまして、

単純に職員を増やすという訳ではなく、事務の内容に応じて最低

限必要な人数を確保していただくということが大切かと思いま

す。 

【会長】 

 ありがとうございました。 

【Ｃ委員】 

 年次別計画表についての質問ですが、平成２５年４月１日が４

２３人で、平成２６年４月１日は４２３人ということで、さらに

備考欄を見ますと、平成２６年度以降定員数については育児休業

職員は含まないということになりますと、４２３人プラス１８人

ということになるんでしょうか。 

【秘書広報課長】 

 そういうことになります。 

【Ｃ委員】 

 そうすると平成２６年度に１８人ぐんと増えるということで

すか。 

【秘書広報課長】 

 備考欄にあります平成２６年度以降定員数については育児休

業職員は含まないということはこの定員数以外に、１８人育児休

業者がいるということになります。そのため頭数としてはもっと

いるということになります。 

【Ｃ委員】 

 そうすると実質としてはもっといるということになりますが、

それで良いのかということになりますね。 

【秘書広報課長】 

 この行政改革大綱のこの年次別計画表の中で、実際の戦力とし
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ての人数をあげるのか、実際には現場にいない職員の数も人数に

あげるのかという議論になりますが、そのどちらをこの計画表の

中で採用していくのかという判断になるかと思います。 

 そのどちらの手法を採用するのかを決めていただいて、今後進

めていきたいと考えています。 

【Ｃ委員】 

 実数がどれだけかというところが問題かと思いますので、１年

にどんと増えてしまいますといかがなものかということを申し

上げたわけです。 

【副市長】 

 任期付採用の問題と絡んでくるんですが、育児休業の職員を含

まないということは、現在は、条例上は休んでいる人も職員とし

てカウントすると、さらに任期付職員を採用するとその人もカウ

ントすると、つまりダブルカウントするということになります。 

 このダブルカウントする制度の中で、条例定数というのはある

わけなんです。しかしこの考え方というのは、任期付で採用すれ

ば、穴は埋められるわけですが、外に休んでいる人がいるわけで

すね、その人は定数からは外すよという考え方なんです。その方

がまた戻って来れば、任期付職員はいなくなるわけです。 

 じゃあ任期付職員が採用できるかどうかというところですが、

任期付職員のメリットとしては、補助職員として採用する場合は

時間給が千円なわけです。千円に交通費と経験加算で一年に１０

円ずつ加算されるわけです。ただしボーナスも何も出ないわけで

す。しかし、任期付職員の場合ですと、育児休業に入る方がかり

に４百万円の給料をもらっていたら、その４百万円の範囲内で雇

用されるわけです。ということはボーナスも支給されるし交通費

も支給されるわけです。今、補助職員として雇用されている人に

してみたら非常にメリットになるわけです。ただし、保育所はど

のような考え方をしているかというと、基本はクラス担任は正職

員、担任のほかにサポートする人は補助職員で対応しているわけ
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です。特に、未満児の２才児までの場合は６人に１人、それ以下

ですと３人に１人というように、もっと端的な場合はマンツーマ

ンで対応しなきゃならないといった場合もあります。まあそれは

補助職員ですが、クラス担任をやっていた場合も補助職員でやっ

ているわけです。ですから、その部分だけは任期付職員で対応す

れば、さきほど言われたように、じゃあそのような待遇ならとい

うことで、家にいる資格のある方にも応募してもらえる可能性が

高まるということで、この任期付という制度ができたわけです。

この任期付という制度はずっと前にできたわけですが、瑞穂市で

は採用していなかったわけです。ただ、今度保健師だけは、この

任期付職員という制度を使って採用をしようとしているわけで

す。そして、保育士にも拡大しようとしているわけです。 

 この任期付という制度は、二つの考え方があって、一つは、何

か古墳などが出てきて３年間だけ特別なものすごく知識を持っ

た方に来てもらうという考え方と、産休とか育児休暇とかで欠員

が出た場合にその間だけ来てもらうという条件を付して来ても

らうという考え方です。その人は、Ａさんという人が育児休業に

なったとしたら、そのＡさんの給料の範囲内で雇用されますよと

いう制度ですので、今の補助職員より待遇はかなり良くなってい

るわけですので、応募してもらえる人がいるのではないかと考え

ています。 

【Ｃ委員】 

 問題点は、３年間経過したときに、その人をすぱっと契約終了

できるかどうかということです。約束でそうなっているのは分か

りますが。特に役所というのはいろいろと尾ひれがついてきます

し、今まで正職員のように何百万円ももらっているわけですか

ら。補助職員ですと賃金はどこへ行っても同じ金額ですのでいい

んですが、そのような待遇を受けた人は馬鹿らしくて他所で探せ

ないですね。そういった人をぱんと雇用を打ち切れるかというと

ころを危惧します。 
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【副市長】 

 そこは契約という法律行為ですのでシビアに執行していくこ

とになります。 

【Ｃ委員】 

 法律というのは分かりますが、いろいろな弊害も予想されます

ので、その実際の運用についてはくれぐれも慎重に対応していた

だきたいと思います。 

【会長】 

 そのようにＣ委員は考えられると、奥田副市長は契約だからと

いうことで割り切って行うということですね。 

【Ｆ委員】 

 今の任期付職員の採用についてなんですが、岐阜県の職員にお

いては１０何年前からこの任期付職員を採用しています。特に公

共建築課とか管財課とかの一級建築士の職員が大量に退職した

時代があったわけなんですが、そのときにどこから採用するかと

いいますと設計事務所にお願いして一年の期限付きで採用して

いるわけです。この任期付は良い案ではないかと思いますのでこ

れは採用しても良いのではないかと思います。 

 また今回、自治会の方でも、教育委員会、生涯学習課から事務

の効率化ということで、教育委員会の職員でやっている事務を各

校区で事務員さんを採用して事務を行ってもらえないかという

お話しがありました。校区で応募したところすぐに決まりまし

た。パソコンができる若い人はすぐ集まりますので、いろんな選

択肢として任期付職員というのも採用してもらったらよいので

はないかと思います。 

【会長】 

 ありがとうございました。さきほどのＣ委員のご指摘で、平成

２６年４月１日以降は定員数について、育児休業の職員は含まな

いというのは、秘書広報課長からもお話しがあったように、実働

者という考え方でよろしいですね。平成２５年４月１日について
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は、もうすぐなのでこれは含めずに、平成２６年度以降任期付と

いうことになればこのように数えていくというお話だったかと

思います。 

 また、Ｆ委員からも任期付職員のメリットといいますか、その

ようなお話がありました。Ｃ委員からもお話しがありましたが、

教育や福祉の現場では、公立施設の責務として、単にお金という

だけでは割り切れない、いろいろ考慮していただきたいというお

話しもございました。 

 ほかによろしいでしょうか。 

【Ｇ委員】 

 今の任期付職員というお話しですが、今の行政の問題点という

ことですが、これから事務が増えていきそうだというお話しがあ

り、また時代的な背景から育児休暇をとられるという職員が増え

るというのは、私は非常に良いことだと思います。それで、任期

付職員の採用というのは、私は非常に賛同できるのですが、なぜ

かというと、育児休暇というのはですね、例えば私がいなくなる

と他の職員に迷惑をかけるという意識が働くかなと思いますの

で、じゃあその部分を任期付職員で補てんしていただいて、周り

の同僚にも迷惑をかけずに休むことができることになります。私

も４才と１才の子どもがおりまして、子育てというのは非常に大

変ですので、そういった制度は普及していくと良いな、そのよう

な社会が良いなという私の理想もありまして、そういった任期付

職員制度の採用は良いかなと思います。 

 また、働き方ですね、派遣労働というのも、特に若い方には一

定期間だけ働きたいという、そういったニーズもあるかと思いま

すので、働き方の選択肢が拡がるという点でもよいかなと思いま

す。 

 また、任期付職員を採用するにあたっては、現在の職員の数が

適切かどうかということは常に見直しを実施して、過剰人員とな

らないように、無駄を省きながら、事務の効率化という点からも、
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進めていってもらいたいと思います。 

【会長】 

 ありがとうございました。 

 子育てをしているパパとしての視点、それから働き方の多様化

という視点でお話しをいただきました。 

 それでは、本日予定しておりました議題は以上でございます

が、その他といたしまして、Ａ委員から、次回までに委員の皆様

にいろいろと考えて来ていただきたいということで、ご提案とい

うことでお話あるということで、おねがいします。内容といたし

ましては、前回、前々回とこの行政改革推進委員会でお話しをい

ただいたないようでございますが、今日すぐに結論というわけで

はなく、また次回までに委員の皆様にもお考え頂いてということ

で、よろしくお願いしたいと思います。 

【Ａ委員】 

 今、資料を配布させていただきましたが、前回、公の施設に関

する受益者負担の適正化という資料をいただいたんですが、総合

センターなどは、年間１億円ぐらいの赤字になっているという状

況もありまして、そういった事実もいろいろ市民の皆さんに知っ

ていただくようにしているんですが、その中で火葬場について

は、運営経費といたしまして、１年間に 2,559 万 8 千円ほどの経

費がある中で、収入が少なく、2,231 万円の赤字がある状況です。 

 表をご覧いただくと、他の市町村と比べた時に、市外料金とい

う欄があるんですが、他の市町村では５万円とか４万５千円とか

６万８千円とかいろいろあるんですが、瑞穂市では喪主が瑞穂市

に限った場合の市外しか受付をしていないんですね。火葬場運営

には本当にたくさんの経費がかかり、年間 2,231 万円の赤字があ

る状況で、今回、使用料の値上げを検討され、平成２４年１０月

１日より 15,000 円から 30,000 円に市外料金が値上がりとなりま

した。ただ、他市町村は市外の方を全面的に受け付けている中で、

瑞穂市は受付を実施していないということです。設備について
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も、人口規模的に火葬炉が２基あれば良いところを４基で運営し

ていて、ローテーションを組んでやっているわけですが、今ある

耐久年数が２０年となっていますときに、包括外部監査の意見に

も、市外受け入れ及び広域でやった方が良いとう意見もありま

す。今すぐにできることとして市外受け入れも実施して、その後

北方町とか本巣市とか広域で検討するといったための資料を今

回作成しましたので、また委員の皆様にお考えいただきたいと思

います。 

【Ｃ委員】 

 広域というのは当市では考えていないと思います。火葬場を建

設したときの地元との約束があります。 

 火葬場が無い市町村もあります。本来行政がやらなければいけ

ないのは火葬場建設なんですが、いろいろ首長さんも地元のこと

もありますので建設できていない。この間テレビで放送されてい

ましたが、東京では、１週間も十日も後になるそうなんです。 

確かに建設した時は、火葬炉の数としては、当市はオーバーだっ

たかと思います。しかし現実として、もう１０年ほど先には他の

市町村も市外を受ける余裕はなくなると思います。通常お葬式は

１２時とか１時とかですが、友引の翌日には、朝の９時とか夕方

の４時に火葬というような状態になるわけです。当然、市内の方

が優先になるでしょうから、将来的に受け入れは難しいことにな

ると思います。 

 どんどん市外の方の分も受けるというのは、地域の方の住民感

情もありますので、なかなか難しいと思います。それぞれの自治

体で建設しないといけないと思います。 

【Ａ委員】 

 ここには事実のことを調べて記載してありますので、また委員

の皆様に考えていただきたいと思います。 

【会長】 

 ありがとうございました。 
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 私も今日、Ａ委員から資料をいただきまして、またどういうこ

となのかということを勉強させていただきたいと思います。 

 委員の皆様においては、長時間にわたって、また夜間に関わら

ずありがとうございました。また次回以降もより良い瑞穂市のた

めによろしくお願いします。 

 

閉会挨拶 

 

【副会長】 

 本日は夜分にも関わらずご協議いただきましてありがとうご

ざいました。今日いただいた資料の中で、権限移譲というのが非

常に進んでいるということが分かりました。これに関しまして行

政の職員さんも必要になってくるということは理解しました。公

共サービスからの派遣も難しくなるという中で、できるだけ、住

民サービスの低下ということがないようにお願いしたいと思い

ます。 

 本日は遅くまでありがとうございました。 

 

【事務局】 

 （プレゼン資料の配布） 

 （次回開催について２月中旬から３月上旬での予定を案内） 

閉会 

 

事務局（担
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